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第７６回税理士試験 消費税法

第一問（理論）解答

問１（３０点）

⑴

イ

１．新たに内国法人を設立した場合（２点）

新設法人及び特定新規設立法人については、基準期間がない事業年度に含まれる各課税期間は、消費税の納税義務は免除され

ない。

２．外国法人が国内で事業を開始した場合（２点）

その事業年度の基準期間がある外国法人が、その基準期間の末日の翌日以後に国内において課税資産の譲渡等に係る事業を開

始した場合には、その事業年度は基準期間がないものとみなして、上記１の規定を適用する。

３．用語の意義

⑴ 新設法人（２点）

新設法人とは、その事業年度の基準期間がない法人（社会福祉法人等を除く。）のうち、その事業年度開始の日における資本

金の額又は出資の金額が １，０００万円以上である法人をいう。

⑵ 特定新規設立法人（４点）

特定新規設立法人とは、新規設立法人のうち次の要件を満たすものをいう。

① 基準期間がない事業年度開始の日（以下「新設開始日」という。）において特定要件に該当すること

② 特定要件の判定の基礎となった他の者及び当該他の者と特殊関係にある法人のうちいずれかの者についてその新規設立法

人の新設開始日の属する事業年度の基準期間に相当する期間における課税売上高として一定の金額が５億円を超えること又

はその基準期間に相当する期間における総収入金額として一定の金額が５０億円を超えること

※ 新規設立法人とは、その事業年度の基準期間がない法人（新設法人及び社会福祉法人等を除く。）をいう。

ロ

設立２期目に新設法人又は特定新規設立法人に該当する場合において、その期間中に調整対象固定資産の仕入れ等を行ったとき

は、その仕入れ等の日の属する設立２期目から設立２期目の初日以後３年を経過する日の属する課税期間までの各課税期間は、消

費税の納税義務は免除されない。（３点）

なお、機械装置は、税抜価格が１００万円以上であるため、調整対象固定資産に該当する。（１点）

ハ

設立１０期目において、事業者（免税事業者を除く。）が、高額特定資産の仕入れ等を行った場合には、その仕入れ等を行った日の

属する設立１０期目の翌課税期間から設立１０期目の初日以後３年を経過する日の属する課税期間までの各課税期間は、消費税の納税

義務は免除されない。（３点）

なお、機械装置は、税抜価格が １，０００万円以上であるため、高額特定資産に該当する。（１点）

ニ

１．みなし登録期間

相続により適格請求書発行事業者の事業を承継した相続人（適格請求書発行事業者を除く。）のみなし登録期間については、消

費税の納税義務は免除されない。（２点）

みなし登録期間とは、相続のあった日の翌日から次の⑴又は⑵のいずれか早い日までの期間をいう。（２点）

⑴ その相続人が適格請求書発行事業者の登録を受けた日の前日

⑵ その相続に係る適格請求書発行事業者が死亡した日の翌日から４月を経過する日

なお、みなし登録期間後については、相続があった場合の納税義務の免除の特例により、納税義務が免除されないことが考え

られる。（１点）

２．相続があった場合の納税義務の免除の特例（３点）

⑴ その年に相続があった場合

その年において相続があった場合において、相続により被相続人の事業を承継した相続人が、次の要件を満たすときは、そ

の相続人のその相続のあった日の翌日からその年１２月３１日までの間は、消費税の納税義務は免除されない。

① 相続人のその年の基準期間における課税売上高が １，０００万円以下であること

② 被相続人のその基準期間における課税売上高が １，０００万円を超えること

（無断複写・転載を禁ず）

（１）



⑵ 前年又は前々年に相続があった場合

その年の前年又は前々年において相続があった場合において、相続により被相続人の事業を承継した相続人が、次の要件を

満たすときは、その相続人のその年については、消費税の納税義務は免除されない。

① 相続人のその年の基準期間における課税売上高が １，０００万円以下であること

② 相続人のその基準期間における課税売上高と被相続人のその基準期間における課税売上高との合計額が １，０００万円を超え

ること

⑵

１．納税義務者

⑴ 国内取引（１点）

事業者は、国内において行った課税資産の譲渡等（特定資産の譲渡等を除く。以下同じ。）及び特定課税仕入れにつき、消費税

を納める義務がある。

⑵ 輸入取引（１点）

外国貨物を保税地域から引き取る者は、課税貨物につき、消費税を納める義務がある。

２．納税義務が成立する時期

⑴ 国内取引（１点）

課税資産の譲渡等をした時又は特定課税仕入れをした時に成立する。

⑵ 輸入取引（１点）

課税貨物を保税地域から引き取る時に成立する。

問２（２０点）※ 正誤の判断が誤答となっている場合には、その問の得点は無しとする。

⑴

内容は誤りである。

売上返品の総額（税込 １６５，０００円）が税込１万円以上であるため、適格返還請求書の交付義務は免除されない。（２点）

よって、売上げに係る対価の返還等を行うＡ社は、甲社に対して適格返還請求書を交付しなければならない。（２点）

⑵

内容は誤りである。

課税事業者であるＢ社が、簡易課税制度又は２割特例の適用を受けていない課税期間中に金地金等の仕入れ等を行った場合におい

て、金地金等の仕入れ等の金額の合計額が ２００万円以上（８８万円＋１４３万円＝２３１万円×１００／１１０＝２１０万円）（１点）となったときは、そ

の仕入れ等を行った課税期間の翌課税期間からその仕入れ等の日の属する課税期間の初日以後３年を経過する日の属する課税期間ま

での各課税期間における課税資産の譲渡等（特定資産の譲渡等を除く。）及び特定課税仕入れについては、消費税の納税義務は免除さ

れない。（２点）

また、その仕入れ等の日の属する課税期間の初日から同日以後３年を経過する日の属する課税期間の初日の前日までの期間は、簡

易課税制度選択届出書を提出することができない。（１点）

なお、Ｂ社は、令和５年１０月１日から金地金等の仕入れ等の金額が２００万円以上となった令和６年９月３日までの間に当該届出書

を提出しているが、その提出はなかったものとみなされる。（１点）

よって、令和７年９月期の課税期間は、簡易課税制度を適用することができず（１点）、令和８年９月期の課税期間は課税事業者に

該当することとなる。（２点）

⑶（４点）

内容は誤りである。

国外事業者が、国内において行う電気通信利用役務の提供（事業者向け電気通信利用役務の提供を除く。）がデジタルプラットフォ

ームを介して行われるもので、その対価について特定プラットフォーム事業者を介して収受するものである場合には、その特定プラ

ットフォーム事業者がその電気通信利用役務の提供を行ったものとみなして、消費税法の規定を適用する。

よって、Ｃ社が行ったアプリの配信は消費者向け電気通信利用役務の提供であるため、Ｃ社において申告義務は生じず、特定プラ

ットフォーム事業者において申告義務が生ずることとなる。

⑷（４点）

内容は誤りである。

Ｄ社は、国税庁長官の指定を受けた事業者ではないため、日本に派遣されている大使等から法令に定める証明書の提示及び必要事

項が記載された書類の提出を受け、適正に保存している場合であっても、その大使等に対する贈答品の販売に係る消費税は免除され

ない。

（無断複写・転載を禁ず）

（２）



第７６回税理士試験 消費税法

第二問（計算）解答

〔表示内容の説明〕

配 点：● ・・・ １点（５０点）

《甲の納付税額又は還付税額の計算》（２５点）

Ⅰ 納税義務の判定

計 算 過 程 （単位：円）

１．納税義務の有無の判定

１００ １００
⑴ （５４，９４４，６３２円－７２６，２５３円－４３，２１１円）× ＋７２６，２５３円× ＝ ４９，９２２，６０８円

１１０ １０８

７．８ １００
⑵ ３５４，３４４円－３５４，３４４円× × ＝ ３２２，１３０円

１１０ ７８

⑶ ⑴－⑵ ＝ ４９，６００，４７８円 ＞ １０，０００，０００円 ∴ 納税義務あり●

２．簡易課税制度の適用の有無の判定

⑴ 基準期間における課税売上高

４９，６００，４７８円 ≦ ５０，０００，０００円
●

⑵ 簡易課税制度選択届出書の提出あり ∴ 適用あり

Ⅱ 課税標準額に対する消費税額

【課税標準額】

計 算 過 程 （単位：円）

１．標準税率

⑴ 第一種事業 ２，２０５，７００円－１０７，４００円－８２，２００円●＋９４２，５００円●＋１，１５６，７５４円＋４，０４６，５４５円●＝ ８，１６１，８９９円

⑵ 第二種事業 ２０，３１５，４００円－７５９，０００円－８７８，１００円●＋２，４６８，０００円＋１，７５２，４１９円●＋３，７６３，１７０円＝ ２６，６６１，８８９円

⑶ 第三種事業 ８，０７５，０００円●＋１３，１７５，５２０円－２，４６８，０００円●＝ １８，７８２，５２０円

⑷ 第四種事業 ５４，４１２円＋５６４，７２０円＝ ６１９，１３２円●

⑸ 第五種事業 １０７，４００円＋７５９，０００円＋８２，２００円＋８７８，１００円＋８４２，６８５円＋１，２７８，１００円＋７６１，０２４円●

＋２５７，６５７円＋７６４，４７５円＋８４０，５３２円●＋３９６，３９７円●＋７２６，５２１円＋７１，４３２円●＝ ７，７６５，５２３円

⑹ ⑴～⑸の計 ６１，９９０，９６３円

１００
６１，９９０，９６３円× ＝ ５６，３５５，４２０円 → ５６，３５５，０００円（千円未満切捨）

１１０

２．軽減税率

⑴ 第一種事業 ７５，６００円

⑵ 第二種事業 ６２２，０８０円

⑶ ⑴＋⑵＝ ６９７，６８０円●

１００
６９７，６８０円× ＝ ６４６，０００円

１０８

３．１＋２＝ ５７，００１，０００円

円
金

５７，００１，０００
額

（無断複写・転載を禁ず）

（３）



【課税標準額に対する消費税額】

計 算 過 程 （単位：円）

１．標準税率 ５６，３５５，０００円 × ７．８％＝ ４，３９５，６９０円

２．軽減税率 ６４６，０００円 ×６．２４％＝ ４０，３１０円 円
金

３．１＋２＝ ４，４３６，０００円 ●４，４３６，０００
額

Ⅲ 仕入れに係る消費税額の計算等

【仕入れに係る消費税額】

計 算 過 程 （単位：円）

１．各事業の売上高（計算過程に●）

⑴ 標準税率

① 第一種事業

１００
イ ８，１６１，８９９円× ＝ ７，４１９，９０８円

１１０

７．８ １００
ロ ３１５，７００円－３１５，７００円× × ＝ ２８７，０００円

１１０ ７８

ハ イ－ロ ＝ ７，１３２，９０８円

② 第二種事業

１００
イ ２６，６６１，８８９円× ＝ ２４，２３８，０８０円

１１０

７．８ １００
ロ １４３，５００円－１４３，５００円× × ＝ １３０，４５４円

１１０ ７８

ハ イ－ロ ＝ ２４，１０７，６２６円

③ 第三種事業

１００
１８，７８２，５２０円× ＝ １７，０７５，０１８円

１１０

④ 第四種事業

１００
６１９，１３２円× ＝ ５６２，８４７円

１１０

⑤ 第五種事業

１００
イ ７，７６５，５２３円× ＝ ７，０５９，５６６円

１１０

７．８ １００
ロ ４２，１１５円－４２，１１５円× × ＝ ３８，２８６円

１１０ ７８

ハ イ－ロ＝ ７，０２１，２８０円

⑥ ①～⑤の計 ５５，８９９，６７９円

⑵ 軽減税率

① 第一種事業

１００
７５，６００円× ＝ ７０，０００円

１０８

② 第二種事業

１００
６２２，０８０円× ＝ ５７６，０００円

１０８

③ ①＋②＝ ６４６，０００円

⑶ ⑴＋⑵＝ ５６，５４５，６７９円

次ページへ続く

（無断複写・転載を禁ず）

（４）



【仕入れに係る消費税額】 （続き）

計 算 過 程 （単位：円）

２．各事業の売上割合（計算過程に●）

⑴ 第一種事業 ⑵ 第二種事業

７，２０２，９０８円 ２４，６８３，６２６円
＝ ０．１２７３… ＝ ０．４３６５…

５６，５４５，６７９円 ５６，５４５，６７９円

⑶ 第三種事業 ⑷ 第四種事業

１７，０７５，０１８円 ５６２，８４７円
＝ ０．３０１９… ＝ ０．００９９…

５６，５４５，６７９円 ５６，５４５，６７９円

⑸ 第五種事業

７，０２１，２８０円
＝ ０．１２４１…

５６，５４５，６７９円

３．各事業の消費税額（計算過程に●）

⑴ 標準税率

① 第一種事業 ② 第二種事業

７．８ ７．８
イ ８，１６１，８９９円× ＝ ５７８，７５２円 イ ２６，６６１，８８９円× ＝ １，８９０，５７０円

１１０ １１０

７．８ ７．８
ロ ３１５，７００円× ＝ ２２，３８６円 ロ １４３，５００円× ＝ １０，１７５円

１１０ １１０

ハ イ－ロ＝ ５５６，３６６円 ハ イ－ロ＝ １，８８０，３９５円

③ 第三種事業 ④ 第四種事業

７．８ ７．８
１８，７８２，５２０円× ＝ １，３３１，８５１円 ６１９，１３２円× ＝ ４３，９０２円

１１０ １１０

⑤ 第五種事業

７．８
イ ７，７６５，５２３円× ＝ ５５０，６４６円

１１０

７．８
ロ ４２，１１５円× ＝ ２，９８６円

１１０

ハ イ－ロ＝ ５４７，６６０円

⑥ ①～⑤の計 ４，３６０，１７４円

⑵ 軽減税率

① 第一種事業 ② 第二種事業

６．２４ ６．２４
７５，６００円× ＝ ４，３６８円 ６２２，０８０円× ＝ ３５，９４２円

１０８ １０８

③ ①＋②＝ ４０，３１０円

４．計算の基礎となる額（計算過程に●）

⑴ 標準税率 ４，３９５，６９０円－３５，５４７円＝ ４，３６０，１４３円

⑵ 軽減税率 ４０，３１０円

５．控除対象仕入税額

⑴ 原則（計算過程に●）

① 標準税率

３，２３７，５１１円※
４，３６０，１４３円× ＝ ３，２３７，４８７円

４，３６０，１７４円

※ ５５６，３６６円×９０％＋１，８８０，３９５円×８０％＋１，３３１，８５１円×７０％＋４３，９０２円×６０％＋５４７，６６０円×５０％＝ ３，２３７，５１１円

② 軽減税率

３２，６８４円※
４０，３１０円× ＝ ３２，６８４円

４０，３１０円

※ ４，３６８円×９０％＋３５，９４２円×８０％＝ ３２，６８４円

③ ①＋②＝ ３，２７０，１７１円

次ページへ続く

（無断複写・転載を禁ず）

（５）



【仕入れに係る消費税額】 （続き）

計 算 過 程 （単位：円）

⑵ 特例

１種類及び２種類の業種に係る売上割合が７５％以上となる業種がないため、特例の適用なし●

円
金

３，２７０，１７１
額

【売上げに係る対価の返還等に係る消費税額】

計 算 過 程 （単位：円）

⑴ 第一種事業 ３１５，７００円

⑵ 第二種事業 １４３，５００円

⑶ 第五種事業 ４２，１１５円

⑷ ⑴～⑶の計 ５０１，３１５ 円
金

７．８ ●３５，５４７
５０１，３１５円× ＝ ３５，５４７円 額

１１０

【貸倒れに係る消費税額】

計 算 過 程 （単位：円）

１３２，０００円＋１８，７００円＋３，３００円＝ １５４，０００円
円

７．８ 金
１５４，０００円× ＝ １０，９２０円 ●１０，９２０

１１０ 額

（無断複写・転載を禁ず）

（６）



Ⅳ 差引税額及び控除不足還付税額の計算

計 算 過 程 （単位：円）

４，４３６，０００円－（３，２７０，１７１円＋３５，５４７円＋１０，９２０円）＝ １，１１９，３６２円 円
金

→ １，１１９，３００円（百円未満切捨） １，１１９，３００
額

Ⅴ 中間納付税額の計算

計 算 過 程 （単位：円）

⑴ １月中間申告

１，００８，２００円
＝ ８４，０１６円 ≦ ４，０００，０００円 ∴ 申告不要

１２

⑵ ３月中間申告

１，００８，２００円
×３＝ ２５２，０４８円 ≦ １，０００，０００円 ∴ 申告不要

１２

⑶ ６月中間申告

１，００８，２００円
×６＝ ５０４，０９６円 ＞ ２４０，０００円 ∴ 申告必要

１２

⑷ ５０４，０００円（百円未満切捨）×１回＝ ５０４，０００円

金
●５０４，０００円

額

Ⅵ 納付税額又は中間納付還付税額の計算

計 算 過 程 （単位：円）

円
１，１１９，３００円－５０４，０００円＝ ６１５，３００円 金

６１５，３００
額

（無断複写・転載を禁ず）

（７）



《乙の納付税額又は還付税額の計算》（２５点）

Ⅰ 納税義務の判定

計 算 過 程 （単位：円）

１．納税義務の判定

⑴ 令和８年１月１日～令和８年９月３０日

基準期間及び特定期間 ０円 ≦ １０，０００，０００円 ∴ 納税義務なし

⑵ 令和８年１０月１日～令和８年１２月３１日 ●

適格請求書発行事業者に該当するため納税義務あり

２．２割特例の判定

⑴ 基準期間及び特定期間 ０円 ≦ １０，０００，０００円

⑵ 相続の特例

甲 ４９，６００，４７８円 ＞ １０，０００，０００円 ∴ ２割特例適用なし●

Ⅱ 課税標準額に対する消費税額

【課税標準額】

計 算 過 程 （単位：円）

１．標準税率

⑴ 新車の売上高 １，５４２，５４２円＋５，５０１，４６８円＝ ７，０４４，０１０円

⑵ 中古車の売上高 ２７５，０００円＋３，４６３，０２０円＝ ３，７３８，０２０円

⑶ 修理の売上高 ６３，５４２円＋１３５，２４０円＋５３１，４２０円＋１，６８７，２１１円＋５２７，２６０円＋３７３，７７６円＋６８，１６３円

＋３００，９８５円＋７９８，６６６円＋２２５，９６７円＝ ４，７１２，２３０円

⑷ レンタルの売上高 ３，０４２，８７２円●

⑸ サイクルステーションの利用料金 ３，８４４，０００円●

⑹ お土産等の売上高 １，２８６，５５０円－４５０，０００円＝ ８３６，５５０円●

⑺ 家事消費等 １，０００円×５０％＝ ５００円 ＜ ６００円 ∴ ６００円×５個＝ ３，０００円●

⑻ 雑収入 ２１３，２５６円＋２１，０８０円＋１８０，６００円＝ ４１４，９３６円●

⑼ ⑴～⑻の計 ２３，６３５，６１８円

１００
２３，６３５，６１８× ＝ ２１，４８６，９２５円 → ２１，４８６，０００円（千円未満切捨）

１１０

２．軽減税率

⑴ 飲食料品の販売 １６，２００円＋４６，０８０円＝ ６２，２８０円

⑵ お土産等の売上高 ４５０，０００円●

⑶ ⑴＋⑵＝ ５１２，２８０円

１００
５１２，２８０円 × ＝ ４７４，３３３円 → ４７４，０００円（千円未満切捨）

１０８

３．１＋２＝ ２１，９６０，０００円

円
金

２１，９６０，０００
額

【課税標準額に対する消費税額】

計 算 過 程 （単位：円）

１．標準税率 ２１，４８６，０００円 × ７．８％＝ １，６７５，９０８円
円

２．軽減税率 ４７４，０００円 ×６．２４％＝ ２９，５７７円 金
１，７０５，４８５

３．１＋２＝ １，７０５，４８５円 額

（無断複写・転載を禁ず）

（８）



Ⅲ 仕入れに係る消費税額の計算等

【課税売上割合】

計 算 過 程 （単位：円）

１．課税期間における課税売上高

⑴ ２１，４８６，９２５円＋４７４，３３３円＋２８，３９１，５４１円＝ ５０，３５２，７９９円

７．８ １００
⑵ ３９，０１０円－３９，０１０円× × ＋７５，０００円＝ １１０，４６３円

１１０ ７８

⑶ ⑴－⑵＝ ５０，２４２，３３６円 ≦ ５００，０００，０００円

２．課税売上割合

⑴ 課税資産の譲渡等の対価の額 ２１，４８６，９２５円＋４７４，３３３円－１１０，４６３円＝２１，８５０，７９５円

⑵ その他の資産の譲渡等の額 ０円
●

⑶ 資産の譲渡等の対価の額 ⑴＋⑵＝ ２１，８５０，７９５円

⑷ 課税売上割合

２１，８５０，７９５円
＝ １００％ ≧ ９５％ ∴ 全額控除

２１，８５０，７９５円

【仕入れに係る消費税額】

計 算 過 程 （単位：円）

１．棚卸資産の調整に係る消費税額

⑴ 標準税率

７９４，５７７円－２５，９２０＝ ７６８，６５７円

７．８
７６８，６５７円× ＝ ５４，５０４円●

１１０

⑵ 軽減税率

６．２４
２５，９２０円× ＝ １，４９７円●

１０８

２．課税仕入れに係る消費税額

⑴ 標準税率

① 仕入金額 ８，０１４，５１３円＋３，５５１，４００円＋１，６２７，３９４円－１８７，０００円＝ １３，００６，３０７円●

② 旅費交通費 ５６，３２０円
●

③ 広告宣伝費 ２４０，０００円－５０，０００円＝ １９０，０００円

④ 接待交際費 ８４，１２０円－３２，４００円－２０，０００円＝ ３１，７２０円●

⑤ 消耗品費 ９２０，３９４円－２３，４４７円＝ ８９６，９４７円
●

⑥ 福利厚生費 ７９，９０９円－２５，４６４円＝ ５４，４４５円

⑦ 地代家賃 ５２３，１００円
●

⑧ 雑費 １４６，５５９円－１４，１００円－３０，０００円＝ １０２，４５９円

⑨ 荷造運賃 ２８９，５２０円

⑩ 水道光熱費 ３３９，２１８円
●

⑪ 通信費 １２６，０４１円

⑫ 外注工賃 ２４７，６７３円

⑬ ①～⑫の計 １５，８６３，７５０円

７．８
１５，８６３，７５０円× ＝ １，１２４，８８４円

１１０

⑵ 軽減税率

① 仕入金額 ２９２，０６８円－１２０，０００円＝ １７２，０６８円●

② 接待交際費 ３２，４００円
●

③ 福利厚生費 ２５，４６４円

④ 雑費 １４，１００円●

次ページへ続く

（無断複写・転載を禁ず）

（９）



【仕入れに係る消費税額】 （続き）

計 算 過 程 （単位：円）

⑤ ①～④の計 ２４４，０３２円

６．２４
２４４，０３２円× ＝ １４，０９９円

１０８

３．適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れ

⑴ 標準税率

① 仕入金額 １８７，０００円●

② 広告宣伝費 ５０，０００円＋５０，０００円＝ １００，０００円●

③ ①＋②＝ ２８７，０００円

７．８
２８７，０００円× ×５０％＝ １０，１７５円

１１０

⑵ 軽減税率

仕入金額 １２０，０００円

６．２４
１２０，０００円× ×５０％＝ ３，４６６円●

１０８

４．仕入れに係る対価の返還等に係る消費税額（標準税率）

７．８
８３，１７０円× ＝ ５，８９７円●

１１０

５．控除対象仕入税額

⑴ 標準税率 ５４，５０４円＋１，１２４，８８４円＋１０，１７５円－５，８９７円＝ １，１８３，６６６円

⑵ 軽減税率 １，４９７円＋１４，０９９円＋３，４６６円＝ １９，０６２円

⑶ ⑴＋⑵＝ １，２０２，７２８円

円
金

１，２０２，７２８
額

【売上げに係る対価の返還等に係る消費税額】

計 算 過 程 （単位：円）

７．８ 円
３９，０１０円× ＝ ２，７６６円 金

１１０ ●２，７６６
額

【貸倒れに係る消費税額】

計 算 過 程 （単位：円）

円
金

０
額

Ⅳ 差引税額及び控除不足還付税額の計算

計 算 過 程 （単位：円）

１，７０５，４８５円－（１，２０２，７２８円＋２，７６６円）＝ ４９９，９９１円 円
金

→ ４９９，９００円（百円未満切捨） ４９９，９００
額

（無断複写・転載を禁ず）

（１０）



Ⅴ 中間納付税額の計算

計 算 過 程 （単位：円）

円
前課税期間は、免税事業者であったため、適用なし 金

０
額

Ⅵ 納付税額又は中間納付還付税額の計算

計 算 過 程 （単位：円）

円
４９９，９００円－０円＝ ４９９，９００円 金

４９９，９００
額

（無断複写・転載を禁ず）

（１１）



第７６回税理士試験 消費税法

解 説

〔第一問〕

解答量が多いため、結論とその結論の根拠となる部分を解答することができたかを確認すること。

問１

納税義務に関する問題である。

⑴ 納税義務の免除の特例により課税事業者となる期間を問う問題である。

なお、（注２）で用語の意義に触れる必要はない旨の指示があるため、留意すること。ここでいう用語の意義は、法２①《定義》

（補足№０１）に規定されている「資産の譲渡等」や「課税資産の譲渡等」などを指していると考えられる。

① イについて（法１２の２①③，１２の３①⑤）

新たに設立された内国法人は基準期間がなく、国内で事業を開始した外国法人は基準期間はあるがその期間の課税売上高がない

よって、新設法人の特例及び特定新規設立法人の特例が想定される。

なお、外国法人の特例は、令和６年度税制改正の項目である。理論№１０及び№１１を参考に解答すること。

「新設法人」や「特定新規設立法人」は、理論集では別建てで記載しているが、条文では、本文の文中で（）書き等で記載されている

ものであるため、解答範囲としている。

② ロについて（法１２の２②，１２の３③）

基準期間がない設立２期目に調整対象固定資産に該当する税抜１５０万円の機械装置を購入しているため、新設法人又は特定新規

設立法人が調整対象固定資産の仕入れ等を行った場合の特例が想定される。理論№１０及び№１１を参考に解答すること。

なお、（注１）に「消費税課税事業者選択届出書」は提出していないとあるため、調整対象固定資産の仕入れ等を行った場合の課税

事業者選択不適用届出書の提出制限の規定は解答範囲から除外される。また、調整対象固定資産の意義について触れる必要はない

※ 「調整対象固定資産」の意義（法２①十六、令５）

調整対象固定資産とは、棚卸資産以外の資産で、建物、構築物その他一定の資産のうち、その資産に係る課税仕入れに係る支

払対価の額の１００／１１０に相当する金額、特定課税仕入れに係る支払対価の額又は保税地域から引き取られるその資産の課税標準

である金額が、一の取引単位につき１００万円以上のものをいう。

③ ハについて（法１２の４①）

税抜 １，５００万円の機械装置を購入しているため、高額特定資産を取得した場合等の特例が想定される。理論№１２を参考に解答す

ること。

なお、高額特定資産の意義は施行令に規定されているものであるため、触れる必要はない。

また、類似する規定で解答範囲から除外されているものは、次の理由から除かれている。

⒜ 調整対象固定資産の仕入れ等を行った場合の制限規定

… 設立１０期目であること、又は課税事業者選択届出書の提出は行っていないため除外される。

⒝ 自己建設高額特定資産の場合

… 機械装置を、自己建設等ではなく購入で取得しているため除外される。

⒞ 高額特定資産等について棚卸資産の調整措置の適用を受けた場合

… 機械装置は設備投資として取得しているため、棚卸資産ではなく固定資産であると考えられるため除外される。

※ 「高額特定資産」の意義（令２５の５）

高額特定資産とは、棚卸資産及び調整対象固定資産のうち、その対象資産の一の取引の単位（通常一組又は一式をもって取引

の単位とされるものにあっては、一組又は一式）に係る課税仕入れに係る支払対価の額の税抜金額、特定課税仕入れに係る支払

対価の額又は保税地域から引き取られるその対象資産の課税標準の金額が １，０００万円以上のものをいう。

（無断複写・転載を禁ず）

（１２）



④ ニについて（法１０，５７の３③）

適格請求書発行事業者であった被相続人の事業を承継した場合は、みなし登録期間の規定と相続の特例が考えられる。理論№０７

及び№４２を参考に解答すること。

相続があった場合の納税義務に関する規定の適用関係を整理すると、次のようになる。

相続人（適格請求書発行事業者×）が被相続人の事業を承継した場合
区分

被相続人が適格請求書発行事業者○（本問の場合） 被相続人が適格請求書発行事業者×

みなし登録期間 課税事業者
相続があった年 相続の特例で判定

上記期間後 相続の特例で判定

みなし登録期間 課税事業者
相続があった翌年 特定期間 → 相続の特例で判定

上記期間後 特定期間 → 相続の特例で判定

相続があった翌々年 基準期間 → 特定期間 → 相続の特例で判定

適格請求書発行事業者が課税事業者となる根拠は、法９①《小規模事業者に係る納税義務の免除》であるが、問題文で「法９①

以外の規定により～」とあるため、解答範囲から除外することも考えられる。そのため、法１０《相続があった場合の納税義務の免

除の特例》（理論№０７）のみが解答範囲となる。

しかし、わざわざ被相続人について「～（適格請求書発行事業者の登録を受けている。）」とあるため、みなし登録期間を解答範囲

としている。相続の特例については、「相続があった年、その翌年又はその翌々年については、被相続人の基準期間における課税

売上高が １，０００万円超となる場合等は、それらの年は納税義務が免除されない。」と触れる程度でも問題ない。

なお、特定期間（法９の２）は、（注２）より解答範囲から除外されているため、解答を要しない。

⑵ 納税義務者の原則及び納税義務の成立時期を問う問題である。納税義務者の原則は、理論№０５を参考に解答すること。（法５）

納税義務の成立時期は、国税通則法第１５条第２項に、次のように定められている。

納税義務は、次の各号に掲げる国税（附帯税を除く。）については、当該各号に定める時に成立する。

七 消費税等 課税資産の譲渡等若しくは特定課税仕入れをした時…

国税通則法に定められているものであるため、解答が難しい問題である。

問２

事例形式で、正誤判定のある問題である。解答用紙に、正誤の判定を示す部分がないため、文章で結論を解答すること。

⑴ 適格返還請求書の交付に関する問題である。理論№４３を参考に解答すること。

① 概要

適格請求書等保存方式（インボイス制度）は、売手と買手において消費税額を正確に把握する等の観点から、売手である適格請求

書発行事業者において、適格請求書の交付が義務付けられている。売上げに係る対価の返還等においても同様に、売手が対価の返

還等に係る税額控除の適用に当たって、適格返還請求書の交付が義務付けられている。

② 交付義務免除

次に掲げる場合には、適格返還請求書の交付を要しないこととされている。

⒜ 適格請求書の交付義務が免除される課税資産の譲渡等を行う場合

… 適格請求書の交付義務がない売上げについては、返還時も適格返還請求書の交付義務が生じない。

⒝ 売上げに係る対価の返還等の金額が税込１万円未満である場合

… 実務上への配慮から設けられている。

③ 取扱い

問題文に、返品の金額、売上時に適格請求書を交付したことが記載されているため、適格返還請求書の交付義務免除に該当しな

い旨を解答すること。なお、取引の相手（甲社）から申し出がないことによって、交付義務は免除されない。

※ 交付義務発生の要件の相違

⒜ 適格請求書

免税以外の課税資産の譲渡等を行った適格請求書発行事業者は、課税事業者である取引の相手方からの求めがあったときに

適格請求書の交付義務が発生する。

⒝ 適格返還請求書

売上げに係る対価の返還等を行う適格請求書発行事業者は、課税事業者であるその売上げに係る対価の返還等を受ける者に

対して、適格返還請求書の交付義務が発生する。

→ 適格請求書は、相手からの求め（申し出）があってはじめて交付義務が生ずるが、適格返還請求書は相手からの求め（申し出）

の有無にかかわらず、交付義務が生ずる。

（無断複写・転載を禁ず）

（１３）



⑵ 令和６年度税制改正の項目である金地金等の仕入れ等に係る納税義務の免除の特例及び「簡易課税制度選択届出書」の制限を問う問

題である。本問の状況を整理すると、次のようになる。（法１２の４③，３７③五，④）

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

１０／１ １０／１ １０／１ １０／１ ９／３０
① ②

課税売上高 １，３４０万円 ９５０万円 １，０００万円以下※ －

仕入税額の × 簡易課税
－ － －

計算方法 ○ 原則課税

× 免税事業者
納税義務 課税事業者 課税事業者 課税事業者

○ 課税事業者

① … Ｒ６．８．１４に金地金８８万円の購入 金地金の仕入れ等の金額の合計額が２００万円以上

② … Ｒ６．９．３に金地金１４３万円の購入 （左記の金額が税抜・税込いずれであっても該当する）

※ 令和６年１０月１日から令和７年３月３１日までの期間（特定期間）の金額である。

金地金等の仕入れ等の金額の合計額が２００万円以上となったのは、令和６年９月３日で、簡易課税制度選択届出書を提出したのは

令和６年７月３１日であるため、届出書の提出は認められると考えられる。

しかし、簡易課税制度選択届出書の提出制限は、課税期間単位であるため、この場合の届出書の提出は、なかったものとみなす。

解答では、金地金の購入金額を税込価額としているが、いずれにしても２００万円以上となるため、その旨が記載されていれば問題

ない。

⑶ 令和６年度税制改正に係るプラットフォーム課税制度の適用があった場合の国外事業者側の取扱いを問う問題である。（法１５の２①）

条文には、特定プラットフォーム事業者側の取扱いを示すものしかなく、国外事業者側の取扱いについて直接的は記載はない。し

かし、そこから国外事業者側の取扱いを考え、作文で良いので結論まで解答すること。本問に関するＱ＆Ａには、次のように記載さ

れている。

問９（プラットフォーム課税の対象となった場合の申告・納税）【プラットフォーム課税Ｑ＆Ａ（国外事業者用）】

【問】

国外事業者が行う消費者向け電気通信利用役務の提供がプラットフォーム課税の対象となった場合、当該国外事業者の消費税

の申告納税義務はどのようになりますか。

【答】

国外事業者が行う消費者向け電気通信利用役務の提供がプラットフォーム課税の対象となった場合、その消費者向け電気通信

利用役務の提供については、特定プラットフォーム事業者が申告・納税を行うこととなりますので、国外事業者において消費税

の申告・納税は不要です。（法１５の２①）

なお、プラットフォーム課税の対象となる消費者向け電気通信利用役務の提供のほかに、消費税の課税対象となる取引を行っ

ている場合には、その取引については、消費税の申告・納税が必要となります。

（注） その課税期間の基準期間における課税売上高が １，０００万円以下の場合、納税義務が免除されます。ただし、基準期間にお

ける課税売上高が １，０００万円以下の場合であっても、適格請求書発行事業者の登録を受けている場合や特定期間における課

税売上高が １，０００万円を超える場合など、納税義務が免除されない場合があります。（法９①、９の２①）

⑷ 租税特別措置法に規定されている外国公館等に対する免税取引の適用要件を問う問題である。

参考資料集や理論集にほとんど記載がない論点であるため、正答が難しい問題である。

① 外国公館等に対する免税取引とは（措８６①）

事業者が、本邦にある大使館等又は本邦に派遣された大使等に対して行った課税資産の譲渡等（特定資産の譲渡等を除く。）のう

ち、任務の遂行のために必要などの一定の要件を満たすものは、消費税を免除する。

なお、この規定は、相互主義の考えに基づき、外国にある本邦の大使館等又は外国に派遣された本邦の大使等に係る消費税に類

似する租税の免除を行う国の大使館等又は大使等に限り、適用することとされている。

※ 相互主義とは

ある国家や主体が相手方の国民・権利に対して一定の法的地位や利益を与える際、相手側も同様に自国の国民・権利に対して

同等の扱いを与えることを条件とする、国際法や各国の国内法における基本原則をいう。

これは、一方の国だけが相手国の国民を保護し、相手国が自国民を保護しないという不利益や不均衡を防ぎ、国家間の公平性

と相互の権利利益のバランスを保つことを目的とするものである。

（無断複写・転載を禁ず）

（１４）
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② 大使館等の要件

⒜ 大使館等の範囲（外通１）

大使館、公使館、総領事館、領事館（名誉（総）領事館を除く。）及び外国政府等代表部並びにこれらに類する外国政府等の機関

で大使館、公使館、総領事館又は領事館に準ずるものとして日本国政府が認める機関のうち、外務省から一定の証明書の交付を

受けたものである。

⒝ 大使等の範囲（外通２）

大使等とは、次に掲げる者及びその家族のうち、外務省から一定の証明書の交付を受けた者である。

イ 大使、公使、代理公使、臨時代理大（公）使及び大（公）使館員（参事官、書記官、外交官補、陸海空軍駐在官及びその他の外

交職員並びに事務技術職員）

ロ 総領事、領事等の領事官（名誉総領事、名誉領事等の名誉領事官を除く。）及び（総）領事館の事務技術職員

ハ 外国政府等代表部員

ニ 大使館、公使館又は領事館に準ずるものとして日本国政府が認める外国政府等の機関の職員

③ 販売者側の要件（措令４５の４①、外通３，４）

外国の大使館等又は大使等に対して免税で課税資産の譲渡等ができる事業者は国税庁長官の指定（免税指定店舗）を受けた者に

限られている。

なお、国税庁長官の指定を受けようとする事業者は、「外国公館等に対する消費税免除指定店舗申請書」を、指定を受けようとす

る店舗別に作成し、その申請書を外務省に提出することにより、同省を通じて申請するものとする。

ただし、課税事業者でなければ、指定を受けることはできない。

→ 本問では、Ｄ社が、国税庁長官の指定を受けていないため、免税とならない。

④ 免税で課税資産の譲渡等を行う場合の手続き（外通６）

外国の大使館等又は大使等に対して免税で課税資産の譲渡等を行う場合の手続は、資産の譲渡等の区分に応じ、それぞれ異なる

こととなっている。ここでは、本問の贈答品の販売が該当する「その他の課税資産の譲渡等」の手続きについて説明する。

事

業 ① 「免税カード」及び「外交官身分証明票」（ＩＤカード）の提示

者 在

（

日

免 外

税 ② 「外国公館等用免税購入表」※の提出 国

指 公

定 館

店 等

舗 ③ 免税による課税資産の譲渡等

）

④ 「外国公館等用免税購入表」の保存

※ 「外国公館等用免税購入表」の記載事項については、レシート等の写し（「購入年月日、品名・サービス、数量、総額、販売事業

者の住所、事業者名」の記載があるもの）・免税カードの写しを添付して保管することにより、該当事項の記載を省略することが

できる。ただし、署名については本人確認の必要性から、記載省略はできない。

（無断複写・転載を禁ず）

（１５）



〔第二問〕

簡易課税の被相続人と原則課税の相続人の双方を納付税額まで計算させる問題である。

１．被相続人甲

⑴ 納税義務及び簡易課税制度の判定

① 納税義務の判定

基準期間における課税売上高が１，０００万円以上となるため、納税義務あり。

② 簡易課税制度の判定

解答参照

⑵ 課税標準額

適用税率及び事業区分は、次のとおりである。

⑴ 新車の売上高

① 事業者に対するもの

自動車の部品を仕入れ自動車を組み立てて販売する事業は第三種事業に該当する。

ただし、運送の利便のために分解されている部品等を単に組み立てて販売する等、仕入商品の組立販売と認められるもの

は性質及び形状を変更しないで販売する場合に該当するものとして取り扱うこととされている。（基通１３－２－２）

よって、当該新車の販売は他の者から購入した商品をその性質及び形状を変更しないで販売する事業に該当し、事業者に

対するもののため、第一種事業となる。

② 消費者に対するもの

上記①と同様に、他の者から購入した商品をその性質及び形状を変更しないで販売する事業に該当し、消費者に対するも

ののため、第二種事業に該当する。

③ 組み立てた作業工賃

作業工賃については、組み立てという役務の提供に対する対価であり、別途請求しているため、サービス業として第五種

事業に該当する。

④ 安心保証サービス料

サービス業として第五種事業に該当する。

⑵ カスタムした新車の売上高

改造して販売するものは、自動車製造業として第三種事業に該当する。

⑶ 中古車の売上高

① 事業者に対するもの

点検、清掃等の行為は性質及び形状の変更に該当せず、事業者に対するもののため第一種事業に該当する。

② 消費者に対するもの

点検、清掃等の行為は性質及び形状の変更に該当せず、消費者に対するもののため第二種事業に該当する。ただし、塗装や

部品の取替を行って販売したものは、性質及び形状の変更があるものに該当するため、第三種事業に該当する。

⑷ 修理の売上高

① 事業者に対するもの

イ 安心保障サービスの期間中に摩耗した消耗品を交換しその実費のみを請求したもの

消耗品の交換に係る実費のみを請求したものであるため、修理の一環で交換を行ったわけでなく、単に消耗品の販売と考

え、事業者に対するもののため、第一種事業に該当する。

ロ 修理に伴う部品及び消耗品の代金・修理工賃

自動車の修理はサービス業として第五種事業に該当する。

なお、この場合修理に伴う部品代金を区分しても、修理の請負契約の一環で部品交換を行っているだけであるため、全体

が第五種事業に該当する。

よって、全ての売上げが第五種事業に該当する。

ハ タイヤやオイル交換に伴うタイヤやオイルの代金・交換工賃

タイヤやオイルの交換による商品の販売代金は、第一種事業又は第二種事業に該当し、工賃等の部分は第五種事業に該当

する。（工賃等の部分が無償である場合は、全体が第一種事業又は第二種事業に該当する。）

よって、タイヤやオイルの代金については、事業者に対するもののため第一種事業に該当し、交換工賃については、第五

種事業に該当する。

（無断複写・転載を禁ず）
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② 消費者に対するもの

イ 安心保障サービスの期間中に摩耗した消耗品を交換しその実費のみを請求したもの

上記①イと同様に、消耗品の交換に係る実費のみを請求したものであるため、修理の一環で交換を行ったわけでなく、単

に消耗品の販売と考え、消費者に対するもののため、第二種事業に該当する。

ロ 修理に伴う部品及び消耗品の代金・修理工賃

上記①イと同様に、第五種事業に該当する。

ハ タイヤやオイル交換に伴うタイヤやオイルの代金・交換工賃

タイヤやオイルの代金については、消費者に対するもののため第二種事業に該当し、交換工賃については、上記①ロと同

様に第五種事業に該当する。

ニ 顧客が持ち込んだ車両に部品を仕入れて改造する場合の部品の代金・改造工賃

顧客が持ち込んだ車両に部品等で改造を行う場合には、「加工賃を対価とする役務の提供」に該当し、第四種事業に該当

する。

⑸ レンタルの売上高

サービス業として第五種事業に該当する。

なお、借主が負担した補償料については、事故等の場合でも車両の損害が免責になるというサービスの対価であるため、課税

の対象となる。

⑹ 飲食料品（サプリメント・プロテイン）の販売

① 適用税率

飲食料品の譲渡に該当するため、軽減税率となる。

② 事業区分

イ 事業者に対するもの

他の者から購入した飲食料品をその性質及び形状を変更しないで、事業者に販売しているため、第一種事業に該当する。

ロ 消費者に対するもの

他の者から購入した飲食料品をその性質及び形状を変更しないで、消費者に販売しているため、第二種事業に該当する。

⑺ 顧客が加入した自賠責保険や任意保険の代理店手数料

サービス業として第五種事業に該当する。

⑻ モーターショーのチケット売却の差額

モーターショーのチケットの売却は、別表第二第４号ハに規定する物品切手等の譲渡に該当するため、非課税取引となる。

⑼ 店頭にある自動販売機の設置手数料

サービス業として第五種事業に該当する。

２．相続人乙

⑴ 納税義務の判定（法５７の３③）

適格請求書発行事業者の登録は事業者単位で行われ、適格請求書発行事業者としての地位は相続人に引き継がれないことから、免

税事業者である相続人が事業を承継する場合には、その相続人が登録を受けるまで適格請求書の発行ができず事業の継続に支障をき

たす恐れがあるため、適格請求書発行事業者の登録については、みなし登録期間※の規定が設けられている。

そのような場合には、みなし登録期間において、その相続人を適格請求書発行事業者とみなすこととされている。

よって、乙の納税義務は、次のようになる。

① 相続により事業を承継するまでの期間（令和８年１月１日～同年９月３０日）

乙は、令和７年７月から事業を開始しているため、基準期間（令和６年１月１日～同年１２月３１日）及び特定期間（令和７年１月

１日～同年６月３０日）における課税売上高が ０円で、適格請求書発行事業者に該当しないため、免税事業者となる。

② 相続により事業を承継した後の期間（令和８年１０月１日～同年１２月３１日）

乙自身が適格請求書発行事業者の登録を受けた日（令和８年１２月１５日）の前日までは、適格請求書発行事業者とみなされて、同

日以後は、通常の適格請求書発行事業者に該当する。

よって、令和８年１０月１日以後は、課税事業者である。

※ 相続のあった日の翌日から、当該相続人がインボイス発行事業者の登録を受けた日の前日又は被相続人が死亡した日の翌日から

４月を経過する日のいずれか早い日までの期間となる。

（無断複写・転載を禁ず）
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⑵ ２割特例の判定

２割特例の適用対象者については、次による。

① 内容（２８年改正法附則５１の２①）

適格請求書発行事業者（その課税期間の初日において恒久的施設を有しない国外事業者を除く。）の令和５年１０月１日から令

和８年９月３０日までの属する課税期間において、適格請求書発行事業者の登録、課税事業者選択届出書の提出又は相続開始年

の納税義務の免除の特例の適用がなかったとしたならば免税事業者となる課税期間について適用を受けることができる。

② 適用除外の課税期間（２８年改正法附則５１の２①三）

登録開始日の前日までに相続があったことにより相続開始年の納税義務の免除の納税義務の免除の特例の適用を受ける課税

期間

よって、相続があった場合の納税義務の免除の特例により課税事業者となる者の相続開始年の２割特例の規定の適用の可否は、適

格請求書発行事業者の登録の後に相続が発生した場合には２割特例が適用可となり、相続が発生して課税事業者となった後に適格請

求書発行事業者の登録をした場合には２割特例が適用不可となる。

これは、本来２割特例は、適格請求書発行事業者として登録を受けたことを事由として課税事業者になる者を対象としていること

から、相続があった場合の納税義務の免除の特例の適用がある者は適格請求書発行事業者の登録を受けていないとしても、課税事業

者となっていた者のため、２割特例の特例対象外となるべきである。

しかし、免税事業者が適格請求書発行事業者として登録を受け、しばらく２割特例の適用を受けられるとして事業を行ってきたも

のの、「予期しない相続」により課税期間の途中から２割特例の適用を受けられないことは不適当と考えられることから、適用対象

とされる。

そのため、乙の２割特例の適用可否については、相続が発生した後に適格請求書発行事業者の登録を受けているため、２割特例は

適用できないこととなる。

⑶ サイクルステーションの利用料金

低額譲渡の規定は、法人がその法人の役員に対して譲渡した場合に限り適用されるため、低額貸付けをした場合には低額譲渡の特

例の適用はなく、原則の対価課税となる。（譲渡であっても個人事業者が行ったもののため、低額譲渡の特例の適用なし）

⑷ お土産等の売上高

低額譲渡の規定は、法人がその法人の役員に対して譲渡した場合に限り適用されるため、個人に対して低額譲渡した場合には低額

譲渡の特例の適用はなく、原則の対価課税となる。

また、飲食料品の売上げは、軽減税率が適用される。

⑸ 売上げ返品値引き

令和８年９月３０日に乙が販売した車両が作動不具合のために令和８年１０月３日に返品されたものについては、乙の免税事業者であ

る期間中の売上げに係るものであるため、売上げに係る対価の返還等に係る税額控除の適用はない。

ただし、課税売上割合の計算上、分母の金額から総額を控除すること。

⑹ 家事消費等

所得税の青色申告決算書の「家事消費等」に計上されているため、消費税法における自家消費と読み取ることができる。そのため、

みなし譲渡として課税の対象となると思われる。

⑺ 期首棚卸高

① 甲店の棚卸高

課税事業者である甲の事業を承継しているため、棚卸資産の調整の適用なし。

② 乙事業の棚卸高

適格請求書発行事業者以外の者から仕入れた飲食料品については、経過措置の適用はなく消費税額の １００％が棚卸資産の調整の

対象となる。これは、免税事業者であった期間に行う仕入れの相手方が、適格請求書発行事業者かそれ以外かの区分が不要である

ためである。

※ 課税事業者から免税事業者となる場合

課税事業者から免税事業者となる場合において、適格請求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れに係る税額控除に関す

る経過措置（いわゆる８割控除、５割控除）の適用を受けていた棚卸資産を有しているときは、その棚卸資産について調整する

課税仕入れ等の税額は、令和５年１０月１日から令和８年９月３０日までに仕入れた棚卸資産であれば、その８０％を、令和８年１０月

１日から令和１１年９月３０日までに仕入れた棚卸資産であれば、その５０％を乗じて計算する必要がある。

⑻ 仕入金額

本問における取扱いは、次のようになる。

① 新車の購入代金

すべて適格請求書発行事業者からのものであるため、全額が仕入税額控除の対象となる。

（無断複写・転載を禁ず）
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② 中古車の購入代金

消費者（適格請求書発行事業者以外の者）からのものについては、古物商等特例の適用があるため、その消費者からの購入につ

いても、全額が仕入税額控除の対象となる。

③ 部品・タイヤ・オイルの購入代金

標準税率の対象となる課税仕入れで、そのうち、適格請求書発行事業者以外の者からの購入は、５割控除を適用する。

④ 飲食料品の購入代金

軽減税率の対象となる課税仕入れで、そのうち、適格請求書発行事業者以外の者からの購入は、５割控除を適用する。

⑤ 仕入返品

リベートについては、仕入れに係る対価の返還等を適用する。

※ 古物商等特例の適用関係

区分 仕入税額控除

（棚卸資産前提） 適格請求書発行事業者 左記以外

古物及び古物に準ずるもの 全額控除（古物商特例）
全額控除（原則）

上記以外 ５割控除

⑼ 旅費交通費

通常必要であると認められる部分については、所得税法基本通達９－３に基づき判定を行うため、従業員側において所得税が非課

税となる範囲内で、仕入税額控除が認められる。

所基通９－３（非課税とされる旅費の範囲）

所得税法の規定により非課税とされる金品は、同号に規定する旅行をした者に対して使用者等からその旅行に必要な運賃、宿

泊料、移転料等の支出に充てるものとして支給される金品のうち、その旅行の目的、目的地、行路若しくは期間の長短、宿泊の

要否、旅行者の職務内容及び地位等からみて、その旅行に通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲内の金品

をいうのであるが、当該範囲内の金品に該当するかどうかの判定に当たっては、次に掲げる事項を勘案するものとする。

⑴ その支給額が、その支給をする使用者等の役員及び使用人の全てを通じて適正なバランスが保たれている基準によって計算

されたものであるかどうか。

⑵ その支給額が、その支給をする使用者等と同業種、同規模の他の使用者等が一般的に支給している金額に照らして相当と認

められるものであるかどうか。

よって、全額通常必要とされる金額となり、仕入税額控除が認められる。

⑽ 広告宣伝費

① ホームページの運営費用

適格請求書発行事業者以外の者に支払ったものについては、５割控除を適用する。

② レースの協賛金

協賛金とは、お祭りやイベントの運営、スポーツのチームや選手の活動を応援するために支払う、金銭的な支援をいう。消費税

法においては対価性の有無により課税仕入れとなるかが問題となる。純粋な支援目的で支出する寄附金のようなものは課税仕入れ

には該当せず、企業のロゴがパンフレット等に掲載されるようになるものは課税仕入れとなる。

本問の協賛金は乙の店舗名がパンフレットに掲載されるため、課税仕入れに該当する。なお、主催団体が適格請求書発行事業者

以外の者であるため、５割控除を適用する。

⑾ 接待交際費

歳暮の購入代金は、軽減税率が適用され、配送料は標準税率が適用される。また、慶弔金は不課税取引であるため、課税仕入れに

該当しない。なお、残額の飲食代を忘れずに仕入れに係る消費税額の計算に含めること。

⑿ 消耗品費

経由代のうち、領収書等で区分された軽油引取税は、課税仕入れとならない。

⒀ 福利厚生費

バーベキューに係る飲食料品の購入代金のみ軽減税率の対象となり、それ以外は標準税率の対象となる課税仕入れとなる。

⒁ 地代家賃

すべて課税仕入れに該当する。

⒂ 支払手数料

クレジットカードの加盟店手数料は、金銭債権の譲渡に該当し、非課税取引となるため、課税仕入れとならない。

（無断複写・転載を禁ず）
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⒃ 雑費

定期購読契約に基づく日刊新聞の購読費用については、軽減税率の対象となるが、月刊誌の購読費用については、一週に２回以上

発行する新聞の定期購読契約に基づく譲渡に該当しないため、標準税率の対象となる。

また、同業者団体の通常会費は、対価性が明らかでないため、不課税取引となる。

⒄ 仕入れに係る消費税額の計算方法の判定

① 課税売上割合の計算（基通１１－５－３）

相続により、課税期間の中途で課税事業者となった事業者の課税売上割合の計算については、仕入税額控除の対象となる課税仕

入れの範囲との整合性から、課税事業者となった日以後の期間に係る資産の譲渡等の対価の額を用いて計算すること。

よって、免税事業者であった令和８年１月１日から同年９月３０日までの課税売上高は、課税売上割合の計算に含めないこと。

② 課税期間における課税売上高

課税売上割合とは異なり、当課税期間の売上規模を判定する基準であるため、免税事業者であった期間の課税売上高の総額を加

算して５億円超となるかの判定を行う。なお、いずれにおいても結果は変わらないため、影響は少ない部分である。

（無断複写・転載を禁ず）
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第７６回税理士試験の講評

～ 消費税法 ～

受験生の皆さん、本試験大変お疲れさまでした。

今年は理論が２問、計算が１問で被相続人と相続人を問う出題形式でした。

理論は、２問構成で、問１が納税義務に関する問題で、問２が正誤問題でした。近年の改正論点が多く出題されていますが、問題文

解答量のいずれも多いため、素早く内容を把握し、必要な部分を抽出して事例に即した解答を作成することが求められる問題でした。

計算は、

以下、講評となります。

＜理論＞

問１

⑴は、納税義務に関する問題でした。各事例はシンプルですが、理論集通りに解答すると、解答量が多くなってしまうので、理論

集の文章を基礎に必要な部分を抽出して解答することが重要です。

また、（注）書きを読み落とすと、無駄な解答をしてしまうので、注意が必要です。

⑵の納税義務の成立時期は、消費税法ではなく国税通則法で規定されているもので、理論集に掲載していない内容であるため、解

答が難しい問題でした。

問２

事例の正誤問題でした。各問の問題文が多いため、素早く・正確に内容を把握することが求められます。正誤については、すべて

誤りとなるため、疑心暗鬼にならずに正誤を解答することが重要です。

⑵は、金地金等に関する問題で、問題文から状況整理を素早く行うこと。

⑶は、「消費税のプラットフォーム課税に関するＱ＆Ａ（国外事業者用）」から出題されているが、特定プラットフォーム事業者側の

取扱いから、解答を導き出せるとよいでしょう。

⑷の外国公館等の免税規定は、租税特別措置法の内容を問う細目であるため、解答が難しい問題でした。

＜計算＞

⑴ 甲

甲については簡易課税制度の適用であり、課税売上の種類が多岐にわたる構成でした。

自動車関連取引は第一種・第二種・第五種が混在しやすく、複数の事業区分を整理しながら計算を進める必要があり、難易度は

高めでした。

⑵ 乙

乙は原則課税方式であり、「その他の資産の譲渡等の対価の額」が与えられていないため、課税売上割合が １００％となる構造でし

た。

その結果、仕入税額控除は全額控除となり、計算過程は比較的単純な形式となっていました。また、古物商特例や適格請求書発

行事業者以外の者からの仕入れの経過措置については、乙の課税事業者となる期間は、令和８年１０月１日以降だったことからすべ

て５０％になる点を気を付ける必要があります。

甲の問題と比較すると、乙は構造が整理されており、難易度はやや低い問題でした。

○合格ボーダーライン → 理論：問１・２０／３０点、問２・１１／２０点

計算：３２点 ∴ 計６３点前後

○予想合格確実ライン → 理論：問１・２３／３０点、問２・１３／２０点

計算：３７点 ∴ 計７３点前後

（２１）
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